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分科会のねらい

　大学教員だけは免許制度が無い。免許制度を導入するこ

とには多くの問題点があるが、大学教員になるにあたって教

育・学内運営・社会貢献のための訓練を受けずに教員になる

点は問題がある。そこでプレFDである。しかし、プレFDだけで

は不十分である。教壇に立つようになった後も研鑽を積まな

ければならない。時代は大学教員にも情報の開示を求めてい

る。教員の研鑽が確かに積まれていることを明示するために

何らかの形で「教員の活動の開示と評価」が求められている。

　重要なことは、

１「教員評価」の目的を明確にすること（大学ごとに個性が出

　て当然である）

２その目的を達成するため「何を評価するのか」、「誰が評価

　するのか・できるのか（評価者が自分自身という選択肢もあ

　る）」、「評価の結果をどのように使うのか」を明確にすること

３目的に沿った（相対的にでも）最適のシステムを確立すること

　である。

事前のアンケート

　第４分科会は午前中を教員評価制度を導入している大学

からの報告にあて、午後に報告者への質問と討議を行った。

その後、６つのグループに分かれ、各グループが１つの大学

のメンバーからなると想定して「教員評価を導入するとした

らどのような目的・手法を取り、どのように活用するか」を議

論いただいた。最後に、各グループから討論結果を報告いた

だいて、午前の報告者からコメントをいただいた。このように

分科会を進めることを参加者全員に２月１５日付のメール

で連絡し、各人が考えをまとめてくるように依頼した。あわせ

て、所属大学の教員評価の現状に対するアンケートを行っ

た。メールの添付書類で返送いただいたので記名式のアン

ケートである。アンケートの依頼文と集計結果を次ページに

収録しておく。

[ アンケートから読み取れること ]　
　回答のあった中でではあるが、半分近くが既に導入して

いるか、近々導入予定である。以下、導入済みか近々導入す

る大学についての制度内容に関する粗い集計分析を述べ

る。（学生による授業評価３件は集計分析から除いた。）

何のための、いかなるやり方での教員評価か？

【第4分科会】

第１報告者

第２報告者

第３報告者

コーディネーター
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分科会報告者

河野　勝彦　（京都産業大学文化学部 教授）
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＜アンケートの依頼文書＞

　 コンソーシアム京都 第１６回ＦＤフォーラム 

第４分科会 アンケート のお願い

第４分科会参加の皆様

　第４分科会では「教員評価制度」を取り上げます。５０年前の１９６０年と比べて、大学生の数が１５倍弱、

大学教員の数が１５倍強に増加しています。いわゆる「ユニバーサル化」ですが、ユニバーサル化は学生の上に

も教員の上にも及んでいます。もはや大学教員は「すべてを任されたエリート」ではなく、教員も一般人と同じに、

その職業人としての、また社会人としての責任を果たしていることを説明することが求められるようになっていま

す。また、大学卒業生に対して「採用しても使えない」「働く意欲に欠ける」「一般常識に欠ける」などの企業側から

の不満も増大し、「大学でちゃんと教育しているのか？」との不信感も生じています。それらが相まって、中央教育

審議会や文部科学省から「教育成果の保証」を求める声が強くなり、その一環として「教員活動もしかるべき評

価を受けるべきだ」との主張が生じてきています。第２周目の「認証評価」においても「教員評価制度」の文字が

見えます。大学側からは、「大学だけの責任ではない、ゆとり教育などによる初等・中等教育の崩壊や、３年生の

うちに企業の採用を決めてしまう採用活動のあり方も問題である」との主張も出ています。しかし、肝心なことは、

責任のなすり合いではなく、それぞれの立場で「事態の改善に何が必要か・有効か」を考えることでしょう。

　第４分科会では、教員評価制度を導入するとしたら、「どのような目的で」「どの項目を」「誰が」評価し、「どう使う

のか」を研究し、みなさんでより良い制度のあり方を議論したいと思います。念のために確認しておきますが、「教員

評価制度」という名称ですが、「教員の諸活動の評価」であって、「教員個人の人格」を評価する制度ではありません。

　午前中は、既に教員評価制度を導入している大学から事例報告を頂きます。午後は、まず報告者への質問とそ

れに基づく討論を行います。その後、７～８人のグループに分かれ、各グループが１つの大学の教員であると想

定し、「教員評価制度」の導入について検討して、結論を出して頂きます。最後に、各グループから結果の報告を

頂き、報告者からのコメントで締めます。

　午後の討議の資料といたしますから、別紙のアンケートにご協力をお願いいたします。締め切りを　２月２８日

といたします。大学ごとの集計を行いますから、１大学から複数名参加される場合は代表の方を決めて御回答頂

けたらありがたいです。その際は、「・・ど・・の分をまとめて報告します」と注記頂けると助かります。１大学から複数

名参加する場合でも、相互に連絡が取り辛い場合は各個人でお答え頂いてかまいません。こちらの集計時に大学

ごとにまとめます。１大学であっても、学舎ごと・学部ごとに制度が異なるような場合は独立にお答えください。

　フィーラム当日までに私の方で集計し、資料として提供します。皆様もアンケートに答えると共に、どんな議論

をすべきか、考えてきてください。

平成２３年２月１５日

第４分科会コーディネーター　松本和一郎
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＜アンケート結果＞　３月６日回収分を含む。

第１６回ＦＤフォーラム 第４分科会 アンケート結果

アンケート対象者　４６　　回答　３３　　回答率　７１．７％

１．　あなたの大学あるいは学部に「教員評価」の制度がありますか？

　　　a ある １５（授業評価３を含む）　b ない １８

２．　１で　ｂ　ない　を選ばれた方に聞きます。

　　　a 内容がほぼ確定し、近々導入の予定である ３　b 大学（学部）として研究中である ６

　　　c 全く「教員評価」については着手していない ９

　以下、１で a あるいは ２で a  内容がほぼ確定し、近々導入の予定であるを選ばれた方に聞きます。

３．　  a 大学全体の制度である １８　b 学部の制度である ０

４. 　評価の対象はどの分野ですか？（複数回答可）

　　　a 教育 １８　b 研究 １３　c 社会貢献 １３　d 学内運営 １４

５. 　 評価者は誰ですか？（複数回答可）

　　　a 評価対象者自身 ４　b 同僚教員 １　c 所属長（学部長・研究科長・学長等） １４

　　　d 事務職員 ０　e 学生 ３（授業アンケートのみ）　f 理事会メンバー ０　　　

　　　g 卒業生 ０　h 学外者（卒業生以外） ０　i センター １

６. 　 教員評価制度の目的は何ですか？

　　　a 教員個々の諸活動の改善 １２　b 組織としての活動の改善 ６

　　　c 大学としての情報公開 ４　d 人事考課 ６　e その他（学生に対するより良い教育サービス）

７. 　 評価の結果は学内外に公表されますか？（複数回答可）

　　　a 学部内に一部公表 １　b 学部内に全面公開 １　c 学内に一部公開 ３　　　

　　　d 学内に全面公開 ３　e 学外に一部公開 ２　ｇ 非公開 ９　h 未定 １

８. 　 評価の結果が金銭的な面の処遇に使われますか？

　　　a 給与の査定 ５　b 研究費の配分 １　c  特別報奨金 １　d 賞与の査定 ３　e 未定 １

１．制度としてはすべて全学の制度である。

２．評価領域はおおむね「教育」「研究」「社会貢献」「学内運営」を網羅している。

３．評価者は本人の自己申告が基になる場合も含めて、ほとんど最終的には所属長である。

４．目的は６割が「教員個々の諸活動の改善」を挙げている。

　　「組織としての活動の改善」「大学としての情報公開」「人事考課」もそれぞれ４割ほどあった。

５．公開については非公開が６割であった。

６．人事考課への反映は、２／３の大学が何らかの形で反映させている。
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この分科会への参加者の分布傾向

　この分科会への参加者は際だって東日本の大学が多くほ

ぼ半分であり、これらの方々の申し込みが受け付け初期に集

中している。コンソーシアム京都の会員大学からの参加は２

人であった。アンケート上は、制度を導入している大学の数

は東日本も西日本もそう変わらないが、東日本には追随する

方向で考えている大学が多く、西日本の大学はその傾向が

弱いように見受けられる。また、申し込み者の職域は教員が

圧倒的に多く、４４人中３４人であった。

分科会の進行

　午前中に３名の報告者から報告をいただいた。昼休みに

入る前に質問用紙による質問を受け、午後の冒頭でそれら

に対して報告者から回答して頂いた。併せて若干の討議を

行った。その後、６つのグループ（１グループ７名が原則）に

分かれ、各グループが１つの大学のメンバーと想定して「教

員評価を導入するとしたらどのような目的・手法を取り、どの

ように活用するか」を議論いただいた。最後に、各グループ

から討論結果を報告いただいて、午前の報告者からコメント

をいただいた。

報告の概要

京都産業大学の報告（河野 勝彦氏）
目的：

（１）個々の教員が活動の改善を図る。

（２）学部内さらには全学の教員間で活動の情報交換を可能

      にし、各教員の活動の向上を図る。

（３）教育研究費を活動レベルにあわせて評価配分すること

      により活動のインセンティブとする。

評価領域：「教育領域」「研究・専門領域」「学内貢献度・社会

　貢献度領域」点数化する。

評価項目：かなり詳細。学生による授業評価も利用する。

評価実施機関：全学教員評価委員会、各学部・教育センター

　教員評価委員会

評価結果の活用：

（１）評価結果が本人に通知され、活動改善の資料とする。

（２）各学部長・教育センター長は各教員の活動の改善につ

　　いて適切な指導・助言を行う。

（３）各学部長・教育センター長は教員評価結果を組織とし

　　ての改善に役立てる。

（４）全学教員評価委員会は各学部・教育センターに適切な

　　措置・指導・助言を行う。

評価の周期：３年に１回

結果の公表：何らかの方法で公表する。

制度の検証：教員評価制度検討委員会で検討する。

人事考課への反映：大学としての「教員評価制度」とは別に、

　理事会による「教員業績評価制度」の導入がなされる予定

　である。自己申告に基づくプラス評価のみである。

中部大学の報告（坪井 和男氏）
制度の導入：既にあった「教育総合評価・表彰制度」を「教育

　活動顕彰制度」に設定し直した。

目的：FD活動支援の一環で、その活動のためのエンジン的

　役割を果たす。

評価領域：「教育諸活動」「学生による授業評価」「学内行政」

　「自己評価」ポイント化する。

評価項目：学生による授業評価も利用する。

評価実施機関：教育活動顕彰審査選考委員会

評価結果の活用：

（１）各教員の教育に対する意識改革

（２）教育改善

（３）教員の教育業績

（４）学生の参加による学生の学習意欲の向上

評価の周期：毎年

人事考課への反映：教育活動優秀賞（教員個人）、教育活動

　特別賞 （教員個人およびグループ）

岡山大学の報告（山田 雅夫氏）
目的：

（１）教員の意識改革と教育研究活動の活性化を促す。

（２）業績・活動状況と評価結果を公表することにより、社会

　　に対する説明責任を果たす。

（３）評価の結果を給与等の処遇に反映させる。

評価領域：「教育活動」「研究活動」「社会貢献度活動」「管理・

　運営活動」　点数化する。

評価項目：かなり詳細。学生による授業評価も利用する。

評価者：部局長は評価実施単位ごとの配点基準を定め、領域

　別評価および総合評価を行う。

結果の通知：部局長から各教員へ通知し、加えて部局長から
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　学長へも報告する。

評価結果の活用：

（１）部局長から教員へ適切な指導・助言を行い、活動の向

　　上・改善を促す。

（２）学長から部局長へ適切な指導・助言を行い、組織の一

　　層の発展を促す。

（３）評価の低い教員には学部長が適切な指導・助言を行い、

　　活動改善計画書を提出させる。

（４）部局長は活動改善計画書を取りまとめ、学長に報告する。

評価の周期：毎年

結果の公表：過去３年分の評価の集計と教員活動評価調査

　票を公表する。 

人事考課への反映：給与査定に利用する。学長が行う組織

　（部局）評価と部局長が行う個人査定からなる。 

報告に対する質疑並びに全体討議の内容

　質問用紙に基づく報告者からの回答を基に討議をした。主

な質問は「FD 義務化の中で教員評価制度をどう位置づける

か」「ポイントは個人でカスタマイズできるか」「教員の研修

はどのように行っているか」「制度の導入後、FD の活性化か

があったか」「反対勢力をどのように説得したか」などであっ

た。報告者から丁寧な回答をいただいた。特に、ポイントの決

め方については

河野氏：標準を決めた後、各学部で修正した。

山田氏：教育のポイントを決めて、その他の領域はそれを基

　　　  準に決めていった。１０％は個人で決められる。

坪井氏：項目は共通だが、ポイントは全学共通が４０％、

             学部ごとが６０％である。

グループ討議の報告（グループからの報告の原文を尊
重しています。一部、主旨が分かり易いように修正した。）

（第１グループ報告）

１．目的： ・個人教員の意欲の向上　・がんばっている人が　

　むくわれる制度　・組織（大学）力の向上・学生の能力（生き

　る力）の向上

２．評価項目：

　大項目：研究、教育、地域貢献、学内行政、（授業参観）

　　　　：点数化できないもの以外すべて（例えば、卒業生

　　　　  が来校する頻度）

３．評価者：・大学管理者（学長、副学長）　・相互評価（授業

　参観への出席頻度を含む）

４．人事考課との関係：・給与　・身分

５．評価の頻度：・毎年　・３年間の業績をまとめる

６．その他：評価項目を一覧にして、その中から各自一定の

　ポイントになるように選んで評価する。

（第２グループ報告）

１．目的：教員個々の諸活動の改善

　・教員の自覚・意識改革を促すため　・教員同士の相互理

　解につなげる　・モチベーションを維持し継続的に教育・

　研究にあたる。

２．評価項目：研究、教育、社会貢献、管理運営

３．評価者：本人＋部局長

４．人事考課との関係：制度定着後に導入検討

５．評価の頻度：毎年（最低年１回）

６．その他：継続していくために、組織的にシステムとして確

　立させる。

＜自由記述欄＞　

・ 研究費の配分に反映　・ 任期制の教員の管理とパーマネ

ント転換後のモチベーション維持のため

（第３グループ報告）

１．目的：・社会への責任　・学生へのコミットメント　・自己

　申告　・実質的な振り返り

２．評価項目：訂正評価、定量評価

＜自由記述欄＞　

・評価の目的に対するマネジメントとアカデミックの見解に

ひずみがある。・中期計画や大学のミッションへの貢献度と

評価項目のリンク。

（第４グループ報告）

１．目的：教員活動の活性化→ 人事考課に結びつくべき。

２．評価項目：教員活動評価の困難さ→ 数値化しにくい

３．評価者：未定　数値（ポイント）に表れない部分を如何

　に的確に評価できるか？

４．人事考課との関係：個人の給与などではなく、研究費な

　どに反映（組織に対する評価にも利用）

６．その他：教育活動の評価に対するリフレクション（目標、

　達成度 etc.）
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（第５グループ報告）

１．目的：　

　外：説明責任　

　内：教員のレベルup点数化が目的ではない 

２．評価項目：研究・作品 weight 付けは試行錯誤/ 教育と学

　内行政は統一できるのではないか。

３．評価者：外部からの評価とマッチして欲しい。

６．その他：公開すべし、「私は神である」と言い切れ 

　→ 大学の特色

（第６グループ報告）

１．目的： ・学生に良い教育を提供する　・教員の質の向上

　を図る（上記２点が教員評価によりどれだけ達成された

　かを検証するプロセスが必要。前提として、毎年の教員自

　身の自己点検・評価がある。）

２．評価項目：精選

３．評価者：マネージメントできる人がいるか？

　→育てなければ

４．人事考課との関係：評価の妥当性が確保できないのに、

　関係させることができるか？→ ファジーに

＜自由記述欄＞　

・ 教員評価によって、標準化が期待される。

・ 実施にあたっては、研修が必要である。

・ 評価の結果は個人に直接伝える。

・ 総合評価：上 0.5/ 中 9/ 下 0.5  が望ましい。

・ 領域別については分布をあわせて示す。

[ 報告者からのコメント ]

河野氏：　

・ 「教育を良くする」という目的の明確化が必要である。

・ ボトム・アップが図れる。

・ がんばっている人に報いなければならない。

坪井氏：

・ 評価は難しい。

・ 評価結果を採用時の評価に連動させたい。

・ 現代では、授業は個人の判断ではできない。

山田氏：

・ 教員の負担を減らすことを考えなければならない。

・ 大学の教員の活動は企業から見ると甘い。

・ 上 0.5/ 中 9/ 下 0.5  くらいの評価結果の分布が望ましい。

まとめ

　グループ討議は活発で、参加者自身に考えて頂く、という

ねらいは達成できたと思う。ただ、時間が足りないから、はじ

めからグループ報告の後の自由討論時間は確保していなか

ったが、これはやはり、グループ報告で盛り上がった空気を

集約することなく尻切れトンボにしてしまった感がある。分科

会終了後の反省会でも、報告者の方々からそのことを指摘さ

れた。

[ 報告者の方々からの閉会後の指摘 ]

・グループ・ワークは時間も十分でよかった。議論が深まった。

・グループ・ワークの後、問題意識を持った参加者間の議論

　があったら良かった。

・ 全国から勉強に来ている。

・ OHC が暗くて見にくかった。
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京都産業大学文化学部 教授　　河野　勝彦

京都産業大学における教員評価制度
～その導入および実施結果と課題～
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中部大学 学監 大学教育研究センター長 教授　　坪井　和男

中部大学における教育評価・顕彰システムの事例紹介
新たな『教育活動顕彰制度』の導入と課題
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岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 教授／評価センター長　　山田　雅夫

岡山大学の教員活動評価
-実践事例と課題や改善の方向性-
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